別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：医務費　目：医療整備対策費
	事業名: 中核救急医療機関設備整備費補助金　
　　　（地域医療再生臨時特例基金）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　健康福祉部　医療整備課　医療整備係　電話番号：058-272-1111（内2535）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11229@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：40,394千円（前年度予算額：152,250千円）

	要求内容


	１　要求の内容


本県の医療体制は、各二次医療圏に１ヶ所ずつ救命救急センター（三次救急医療機関）を配置し、各医療圏内で初期から三次までの救急医療が完結するよう体制整備を行っている。

二次救急医療機関では、常に重症救急患者の診療が可能な体制をとることが求められるため、人的・財政的な負担が大きいことから、体制の確保のための支援が必要である。

民間の二次救急医療機関のうち、救急車の受入状況が良好な医療機関に対して、救急医療に必要な設備整備に対する助成を行い、各地域の二次救急医療体制を確保する。

（参考）

○初期（一次）救急医療機関：

主に夜間、休日等における救急車での搬送を必要としない傷病者（外来患者）に対し、応急処置や初期治療を行う医療機関

○二次救急医療機関：

　　手術や入院治療を必要とするなどの重篤救急患者の治療を行う医療機関

○三次救急医療機関：

　　二次救急医療機関では対応できない脳卒中、心筋梗塞、頭部損傷などの重篤救急患者を24時間体制で受け入れ、高度な治療を行う医療機関

	２　所要経費


補助金：40,394千円

補助事業者（対象医療機関）　　　　　　　　　　補助基準額

２７医療機関　　　　　　　　　　　　　　　　  10,500千円（１箇所あたり）
　民間の二次救急医療機関のうち、下記のいずれかに該当する機関を対象とする。

· １年間の救急車の受入件数が100件以上。

· 所在地を管轄する消防本部での１年間の搬送件数の１％以上。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	152,250
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	152,250

	要求額
	40,394
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	40,394

	決定額
	40,394
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	40,394


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　平成25年度末までに、民間の二次救急医療機関のうち、救急車の受入状況が良好な医療機関に対して、救急医療に必要な設備整備に対する助成を行い、各地域の二次救急医療体制を確保する。




（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	対象27機関のうち、設備整備事業所数
	0カ所
（H23）
	22カ所

（H24  ）
	（H  ）
	22カ所
（H24）
	27カ所
（H25）
	81.5％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　



（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
民間の二次救急医療機関のうち、救急車の受入状況が良好な医療機関に対して、救急医療に必要な設備整備に対する助成を行う。
事業を効果的に展開するため、基準額に達するまで複数回の申請を認めることとしている。


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　平成24年度には、21機関に101,356千円の助成を行う予定。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　各地域の二次救急医療体制の推進のためにも、事業は継続すべきである。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　

事業の実施に伴い、各補助事業者で、救急に必要な備品を見直すきっかけとなった。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　圏域ごとに補助事業の説明会を開催するとともに、申請書記入例などを電子メールで提供、各保健所担当者や補助事業者の事務軽減を図った。
　


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　補助事業者の負担分(1/2)があるため、医療機関の財政状況によっては、全額活用できない場合がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　平成24、25年度の地域医療再生基金事業であるため、事業を継続する。









